 (別記様式①)

　　年　　月　　日
質　問　書
木津川市長　宛て
　木津川市木津老人福祉センター指定管理者募集要項に関して質問があるので、質問書を提出します。
	質問者

	団　体　名
	
	
	質問書枚数

	
	部署・職名
	
	
	枚中　　枚目

	
	担当者名
	
	
	

	
	電話番号
	
	
	

	
	Fax番号
	
	
	

	
	Ｅ-mail
	
	
	


	資料名
	
	ページ
	

	項目名
	

	質問内容



質問は、本様式1枚につき1問とし、簡潔にまとめて記載してください。
別記様式（第２条関係）

　年　　月　　日　　

　　

木津川市長　             　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞　

公の施設の指定管理者指定申請書

　木津川市の公の施設の指定管理者の指定を受けたいので、次のとおり申請します。

１　指定管理者の指定を受けたい公の施設の名称及び所在地

　　　名　称：木津老人福祉センター

　　　所在地：木津川市木津川端１９番地

　２  指定管理者の指定を受けたい理由

　
３　添付書類

（1） 公の施設に係る事業計画書

（2） 定款、寄附行為、規約等の写し

（3） 法人にあっては、登記事項証明書

（4） 本年度収支予算書及び事業計画書並びに前年度収支計算書及び事業報告書

（5） 公の施設の管理に関する業務の収支予算書

（6） その他

(様式Ａ－１)　　　　　　　　　　　　　　　団体の概要

	団　体　名
	

	代表者氏名
	

	所　　在　　地
	〒

	役　　員　　数
	

	職　　員　　数
	

	設立年月日
	

	主な事業

	

	経　営　方　針　　

に　つ　い　て


	

	法　令　遵　守

に　つ　い　て
	

	経　営　状　況

（単位千円）

（直近の３年度分を記入）


	年　　度
	
	
	

	
	総収入（総売上）
	
	
	

	
	総支出（総費用）
	
	
	

	
	当　期　損　益
	
	
	

	
	累　積　損　益
	
	
	

	木津川市木津老人福祉センターの管理運営を希望する理由


	

	類似業務に
関する実績

	


（様式Ａ－２）

誓　　約　　書

年　　月　　日　　

　　木津川市長　　宛て

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　

　木津川市木津老人福祉センターの指定管理者指定の申請にあたり、募集要項の申請資格に定める次の要件に該当していないことを誓約します。

記

　（ア）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者
（イ）直近3年間において、国税又は地方税を滞納している者
（ウ）申請書類提出時点において、本市の指名停止等の措置を受けている者
（エ）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）による更生・再生手続中の者
（オ）指定管理者の責に帰すべき事由により、直近2年以内に指定取り消しを受けた者
（カ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。）または、木津川市暴力団排除条例（平成24年木津川市条例第36号）第2条第5号に規定する暴力団密接関係者と認められる者
　


役員名簿

	氏名

（漢字）
	氏名

（カナ）
	生年月日
	性別
	役職
	　　　　　　住　所

	
	
	年号
	年
	月
	日
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(様式Ｃ－１)

公の施設に係る事業計画書及び収支予算書

　　年　　月　　日

木津川市長　　宛て

所　在　地

団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名         　　　　　　　　　　　㊞

                                     　　　　　　　　　　　　　　　　 ※法人にあっては登録代表者印を押印してください

(申請に関する担当者連絡先)

　　　　　　　　　部署・職名

氏　　　名

　　　　　  　電話番号
            　Fax番号　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｅ-mail
１　木津川市木津老人福祉センター運営上の基本方針(様式Ｃ－２)

２　木津川市木津老人福祉センターの集客力、利用率の向上（様式Ｃ－３）

３　目的達成事業の概要と取り組み方(様式Ｃ－４)

４　令和９年度から令和１１年度までの目的達成事業の具体的な企画提案(様式Ｃ－５)

５　運営組織の構造(様式Ｃ－６)

６　人材の配置と職能（様式Ｃ－７）

７　委託業務の内容と選定方法(様式Ｃ－８)

８  市民へのサービス向上等についての考え方(様式Ｃ－９)

９　その他の提案やサービス(様式Ｃ－１０)

10  収支予算書(令和９年度)(様式Ｃ－１１)

11　収支予算書(令和９～１１年度)(様式Ｃ－１２)

(様式Ｃ－２)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　）

	木津川市木津老人福祉センター運営上の基本方針

	○施設の設置目的に即した基本方針

○目的達成事業を行っていく上での方針

○管理・運営業務を行っていく上での方針、市民からの苦情への対応

○収入確保、コスト削減などの経営方針
〇利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上を図るための方針



（様式Ｃ－３)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　）

	木津川市木津老人福祉センターの集客力、利用率の向上

	○利用者数、利用率（稼働率）についての目標とその考え方

○目標を実現するための取り組み


(様式Ｃ－４)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　）
	目的達成事業の概要と取り組み方

	○指定期間（令和９～１１年度の間）に実施する目的達成事業の概要と取り組み方

○目的達成事業を企画制作するための体制、期間、企画の選定方法

○事業実施が可能な連携・協力体制

○市民参画の取組みや市民ニーズの抽出方法


(様式Ｃ－５)　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　）
	令和９年度から令和１１年度までの目的達成事業の具体的な企画提案

	○目的達成事業の具体的な組み立て方

○提案された目的達成事業の内容、回数、時期

	企画名・企画概要
	時期・期間

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


(様式Ｃ－６)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　）

	運営組織の構造

	○組織図の構成と考え方

○開館時間と勤務シフトを考慮した従事者数の確保

○組織の特徴と事業・業務を効率よく実施していくための工夫

○緊急時への対応、個人情報の保護体制、情報の公開体制、法令遵守


 (様式Ｃ－７)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　　）

	人材の配置と職能

	○職種ごとの業務内容、必要な職能（資格・技能）

○業務責任者の経験及び実績（運営企画部門、施設管理部門）

○人材育成計画、職員の研修計画




（様式Ｃ－８）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	委託業務の内容と選定方法

	○管理業務の一部を外部委託する場合、委託する業務名及び委託先の選定方法




（様式Ｃ－９）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　　）

	市民へのサービス向上等についての考え方

	○広報・ＰＲ活動のあり方

○市民サービスの向上のための工夫

○市民からの要望、意見等の把握とその対応




(様式Ｃ－１０)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他の提案やサービス

	○木津川市木津老人福祉センターの管理運営にあたり、その他の項目で計画している企画や提案等




 (様式Ｃ－１１)

令和９年度収支予算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	科　　　目
	金　　　額
	説　　　　明

	収入
	指定管理料収入
	
	

	
	
	
	

	収　入　合　計
	
	

	支出
	人件費
	
	

	
	管理費
	
	

	
	
	旅費
	
	

	
	
	消耗品費
	
	

	
	
	燃料費
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	

	
	
	光熱水費
	
	

	
	
	修繕料
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	

	
	
	広告料
	
	

	
	
	手数料
	
	

	
	
	保険料
	
	

	
	
	委託料
	
	

	
	
	使用料及び賃借料
	
	

	
	
	負担金
	
	

	
	
	租税公課
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	支　出　合　計
	
	


消費税及び地方消費税を含んだ額を記入してください

積算内訳を示してください(別紙でも可。ただし、Ａ４縦、横書き)

(様式Ｃ－１２)

収支予算書（令和１０～１１年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	科　　目
	令和１０年度
	令和１１年度

	収入


	指定管理料収入
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	収入合計
	
	

	支出
	人件費
	
	

	
	管理費
	
	

	
	
	旅費
	
	

	
	
	消耗品費
	
	

	
	
	燃料費
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	

	
	
	光熱水費
	
	

	
	
	修繕料
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	

	
	
	広告料
	
	

	
	
	手数料
	
	

	
	
	保険料
	
	

	
	
	委託料
	
	

	
	
	使用料及び賃借料
	
	

	
	
	負担金
	
	

	
	
	租税公課
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	支出合計
	
	


消費税及び地方消費税を含んだ額を記入してください

（別紙１）
令和６年度・令和７年度木津川市木津老人福祉センター管理事業費収支決算
（単位：円）

	科　　目
	令和６年度
	令和７年度

	収入
	指定管理料
	7,400,000 
	7,400,000 

	
	繰入金
	72,291
	 

	収入合計
	7,472,291 
	 

	支　出
	人件費
	1,728,718 
	1,734,223 

	
	管 理 費
	光熱水費
	2,209,383 
	2,229,961 

	
	
	消耗品費
	459,074 
	296,136 

	
	
	保険料
	4,100
	4,100

	
	
	賃借料
	63,170 
	59,453 

	
	
	実費弁消費
	71,000 
	72,000 

	
	
	通信運搬費
	111,434 
	122,562 

	
	
	業務委託費
	2,811,740 
	2,867,328 

	
	
	手数料
	5,390 
	5,170 

	
	
	福利厚生費
	8,282 
	9,067 

	支出合計
	　
	　
	7,472,291 
	7,400,000 


※上記収支決算は、各年度の実績報告の数値をまとめたものです。
木津川市木津老人福祉センター指定管理候補者選定評価採点表　（別紙２）
	
	審査の基準
	審査項目
	配点
	点　数

	１
	利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること
	1 　施設の設置目的を十分理解し、施設の効用を最大限に発揮できるか。サービスを向上させる内容となっているか。
	２０
	

	
	
	2 　関係する法律、条例等に基づく施設の管理基準を理解するとともに遵守されることが見込まれるか。
	１０
	

	
	
	3 　施設の管理運営にふさわしい団体の理念、経営方針を持っているか。また、公平・公正性が確保され、特定の団体等を優遇する可能性はないか。
	２０
	

	２
	公の施設の効用を最大限に発揮させるとともに、管理に係る経費の縮減が図れるものであること
	1 　高齢者及び高齢者団体等の福祉活動・文化活動等に関するニーズを的確に把握しているか。またそれに対応した計画であるか。
	２０
	

	
	
	2 　使用者、利用者の意見、要望を取り入れる対応は適切か。また現実的か。
	１０
	

	
	
	3 　事業内容が非営利の内容となっており、かつ高齢者の福祉及び地域福祉に寄与しているか。
	２０
	

	
	
	④　　経費の縮減は図られているか、内容は適切か、また縮減の見込みはあるか。
	１０
	

	３
	事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであること
	1 　申請者の経営状況に問題はないか。
	２０
	

	
	
	2 　安定して業務を遂行できる職員体制となっているか。

また職員の確保や安心・安全な管理運営を行うことができるか。
	１０
	

	
	
	3 　情報公開、個人情報保護についての適正な方策を検討しているか。（する予定があるか）
	１０
	

	
	
	4 　地域福祉に精通しており、高齢者等を問わず福祉事業運営に携わるような事業実績があるか。（事業計画があるか。）
	２０
	

	４
	施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成することができるものであること
	1 　高齢者等に配慮した対応が行われているか。
	１０
	

	
	
	2 　老人クラブや各種サロン等、既存団体と連携した展開がとれるような事業計画が見込める内容かどうか。
	２０
	

	合計点
	２００
	


（様式Ｂ－14）









